
北朝鮮の核実験実施に対し日本政府の断固たる対応を求める意見書 

 

 

 朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）は、平成２８年１月６日「初の水素爆弾

実験を実施し、成功させた」と発表した。 

 平成１８年、２１年及び２５年と過去３回の核実験の際にも、国際社会は強

く非難し、我々嬉野市議会も抗議の決議を行ってきたにもかかわらず、今回４

回目の核実験が行われたことは、国連の安保理決議にも明らかに反するもので

あり、国際社会に対する重大な挑戦である。 

 北朝鮮は、これまでにも拉致をはじめ、国際社会のルールや秩序を無視した

核実験やミサイル発射などを繰り返してきた。 

 そのような中、今回実施した核実験は、北東アジア及び国際社会全体の平和と

安定を脅かす暴挙であり、極めて遺憾なことである。「非核・平和自治体宣言」

を決議している嬉野市議会としても、絶対に許されない行為であり、強く抗議す

るものである。 

 政府においては、国連や関係諸国と連携し、北朝鮮がこのような行為を繰り

返さないよう、これまで以上に強力な外交を展開するとともに、北朝鮮におけ

る核兵器や核計画の放棄に対し断固とした対応をとるよう強く求める。 

 また、環境への影響についても十分な調査を行うなど、国民の不安を払拭す

るよう適切な対策を講じるよう求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２８年１月１９日 
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